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平成２０年６月１９日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官

平成１８年(ワ)第３１７４号 著作権持分確認請求事件

口頭弁論終結日 平成２０年３月１０日

判 決

原 告 Ｘ１

訴訟代理人弁護士 本 橋 光 一 郎

下 田 俊 夫

被 告 日本心理テスト研究所株式会社

被 告 Ｙ１

上記２名訴訟代理人弁護士 西 村 渡

辻 本 希 世 士

同訴訟復代理人弁護士 笠 鳥 智 敬

松 田 さ と み

同補佐人弁理士 辻 本 一 義

上 野 康 成

主 文

１ 原告が，別紙著作物目録記載の著作物につき１００分の９の著作権の共有持分を

有することを確認する。

２ 訴訟費用は被告らの負担とする。

第１ 請求

主文同旨

第２ 事案の概要

本件は，別紙著作物目録記載の著作物（ＹＧ性格検査の別紙質問項目目録記載の

計１２０問の質問項目全体。以下「本件質問項目」という ）の共同著作者から著。

作権の共有持分を相続により承継取得したと主張する原告が，共同著作者性を争う

被告らとの間で，本件質問項目について１００分の９の著作権の共有持分を有する
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ことの確認を求めた事案である。

１ 前提事実（いずれも当事者間に争いがない ）。

(1) 当事者

ア 原告は，Ｐ１とその妻Ｐ２との間に生まれた子である。Ｐ１は昭和３３年３

月２４日に死亡し，Ｐ２は平成１８年８月２日に死亡した。

イ 被告日本心理テスト研究所株式会社（以下「被告会社」という ）は，心理。

テストのための印刷物・録音物及び映像物の企画・開発・製作並びに販売等を

目的とする株式会社である。

ウ 被告Ｙ１は，Ｐ３の子であり，被告会社の代表取締役である。

(2) ＹＧ性格検査（矢田部ギルフォード性格検査）

ＹＧ性格検査（矢田部ギルフォード性格検査）とは，南カリフォルニア大学心

理学教授であったＪ．Ｐ．ギルフォード教授（以下「ギルフォード教授」とい

う ）が考案した３つの人格目録を，日本の文化環境に合うように，Ｐ１，Ｐ４。

の指導のもとで，Ｐ３が標準化した，１２０の質問からなる質問紙法性格検査で

ある。

ＹＧ性格検査は，企業や官公庁などで採用試験や人事異動の参考資料として利

用され，学校関係でも進路指導や生徒指導などに利用されている。

(3) ＹＧ性格検査用紙

ＹＧ性格検査を施行する検査用紙（以下「ＹＧ性格検査用紙」という ）は，。

現在，竹井機器工業株式会社（以下「竹井機器」という ）及び被告会社からそ。

れぞれ発行・販売されている（現在発行されているＹＧ性格検査用紙（一般用）

を以下「現行用紙」という。甲２〔乙５も同じ 。〕）

(4) ＹＧ性格検査の研究

ア Ｐ１らの研究

Ｐ１は，ギルフォード教授が開発した性格自己診断検査を日本向けにアレン

ジすることを発案し，Ｐ１を代表者とする京都大学文学部心理学教室において，
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ギルフォード教授が作製した英文の質問文（１３特性〔尺度 ，計５９５項〕

目）を日本語に翻訳し，また，日本の文化や風習に適した表現となるようにこ

），れを改め，昭和２９年ころまでに，ＹＧ予備検査（１８特性，計２４０項目

ＹＧ検査第一形式（１６特性，計２００項目。以下「ＹＧ第一形式」とい

う ，ＹＧ検査第二形式（１３特性，計１５６項目。以下「ＹＧ第二形式」と。）

いう ）を作製した。。

イ Ｐ３の研究

Ｐ３は，上記研究を引き継ぎ，それまでの研究で用いられていた因子分析の

手法（ＧＰ分析）とは異なる因子分析法を用いて検討を加え，さらに５段階に

わたる検討及び約６０００名に対する資料収集等を行い，１２特性，計１２０

項目からなるＹＧ性格検査の質問項目を作製した。

(5) ＹＧ性格検査用紙の開発

ア 昭和３０年代用紙

Ｐ３が作製した１２特性，計１２０項目からなる質問項目をもとに，昭和３

。 。０年代に検査用紙（乙３。以下「昭和３０年代用紙」という ）が作成された

イ 昭和４０年代用紙

昭和４０年代に，昭和３０年代用紙に改訂を加えた検査用紙（乙４。以下

「昭和４０年代用紙」という ）が作成された。。

ウ 現行用紙

現行用紙（甲２〔乙５も同じ ）は，昭和４０年代用紙にさらに改訂を加え。〕

たものである。

現行用紙には，別紙質問項目目録記載の計１２０問の質問項目全体（本件質

問項目）が掲載されている。

(6) 現行用紙における「著者」の表示

現行用紙は，三つ折り六面の用紙であるところ 「ＹＧ性格検査記入欄」とし，

所属団体，氏名，生年・月・日，性別，検査月日等の各欄がある面（三つ折りに
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した際の裏表紙に当たる ）の下部右側に 「ＹＧ性格検査用紙［不許複製 」の。 ， ］

記載があり，その下に「著者」として，Ｐ３，Ｐ１，Ｐ４の氏名が表示されてい

る。また 「ＹＧ性格検査（矢田部ギルフォード性格検査）一般用」の表題 「作， ，

者のことば」等の各欄がある面（三つ折りにした際の表紙に当たる ）にも「構。

成者」として上記３名の氏名が肩書付きで表示されている。

２ 争点

本件の争点は，Ｐ１が本件質問項目の共同著作者の１人であるか否か（Ｐ１が本

件質問項目の作製について創作的な関与をしたか否か）である。

第３ 争点に関する当事者の主張

１ 原告の主張

(1) Ｐ１は，現行用紙に「著者」の１人として表示されており，本件質問項目の

著作者と推定される（著作権法１４条 。）

本件質問項目が掲載されている現行用紙の「ＹＧ性格検査記入欄」のある面

には 「著者」としてＰ３，Ｐ１及びＰ４の氏名が表示されている（甲２，乙，

５ 。ちなみに 「ＹＧ性格検査 「作者のことば」などのある面には 「構成） ， 」 ，

者」として同じく上記３名の氏名が表示されている。

この著者表示は，ＹＧ性格検査の重要な構成部分であり，かつ同検査を施行

するための検査用紙の構成部分でもある本件質問項目について，上記３名が著

作者であることを推定させるものである（著作権法１４条 。）

(2) Ｐ１は本件質問項目の共同著作者である。

ア 本件質問項目の編集著作物性

編集物でその素材の選択又は配列によって創作性を有するものは，著作物と

して保護される（著作権法１２条１項 。）

本件質問項目は，素材（個々の質問項目）の選択，配列によって創作性を有

するものであり，編集著作物である。編集著作物性は，素材の選択又は配列の

いずれかに創作性があれば肯定される（なお，本件質問項目は，素材の選択，
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配列の両方に創作性が存する ）が，Ｐ１は，本件質問項目の配列については。

直接具体的な関与をしていないので，素材（個々の質問項目）の選択の創作性

のみが問題となる。

イ 質問項目の選択

ＹＧ性格検査の質問項目は，ＹＧ予備検査，ＹＧ第一形式及びＹＧ第二形式

の各段階での質問項目（以下「旧質問項目」と総称する ）の分析，その後の。

標準化のための分析等を経て，昭和３０年代用紙の段階において，本件質問項

目と同じ数の質問項目（１２０項目）が作製された。

各段階における質問項目の選択に関する概要は，以下のとおりである。

(ア) ＹＧ予備検査の質問項目

Ｐ１らにより，ギルフォード教授が考案した３つの人格診断目録の計５

，９５項目について，①日本語として不適当な表現は適当な日本語に改変し

②社会的態度に依拠するところが多いと思われる項目は削除し，③感情的

因子とは区別されるべき特性群において，感情的な特徴と混同されている

と思われるような項目は除外し，④極めて特殊な行動傾向に属するとみな

される項目は削除するなどして（甲１・１６１頁参照 ，１８の項目群（特）

性）にあわせて計２０４項目を選択し，また他の検査を参考に３６項目を

加えて，計２４０項目の質問項目が選択された。

(イ) ＹＧ第一型式の質問項目

Ｐ１らにより，ＹＧ予備検査による被験者の解答結果，項目分析をもと

に，特性数を１６に限定し（Ｓ特性とＳ－Ｒ特性とを合併，Ｄ特性とＤＣ

特性とを合併，Ｔ－Ｒ特性を除外 ，各特性の項目数を２５ずつとして，Ｙ）

Ｇ予備検査の２４０の質問項目の中から，計２００項目（１６特性×２５

項目＝４００項目となるはずであるが，異なる特性間に項目の重複を許し

たので，実数は２００項目となった ）の質問項目が選択された。。

(ウ) ＹＧ第二型式の質問項目
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ＹＧ第一型式とは異なり，項目の重複を避けるべきとの考えから，Ｐ１

らにより，ＹＧ予備検査の２４０の質問項目の中から，１３の特性（ＹＧ

第一型式の１６特性のうち，ＣＲ，Ｙ及びＹ’を除外）ごとに内的整合性

の高い質問項目を各１２項目，計１５６項目の質問項目が選択された。

(エ) 昭和３０年代用紙の質問項目

，ＹＧ第二型式（１３特性１２項目・計１５６項目）の質問項目について

Ｐ３及びＰ４により，ＧＰ分析とは異なる操作で尺度の内的整合性を検討

，するなどされ，各特性の１２項目から不適当な項目を除いて１０項目とし

１２の特性（ＹＧ第二型式の１３特性のうち，Ｍを除外。なお，Ｍ特性に

ついては，Ｐ１らの研究でも，心理学的意義に乏しいことが指摘されてい

る。甲１・１００頁）ごとに各１０項目，計１２０項目の質問項目が選択

された（乙１・７４頁 。）

なお，昭和３０年代用紙の９６問及び１２０問は，ＹＧ第二型式の質問

，項目には存しないが，ＹＧ予備検査には同じ質問項目が存する（２２６問

２２４問 。）

(オ) 昭和４０年代用紙の質問項目

Ｐ３により，昭和３０年代用紙の質問項目と同じ計１２０項目の質問項

目が選択された。

(カ) 現行用紙の質問項目

Ｐ３により，計１２０項目の質問項目のうち，１９問，３１問，１０３

問が除かれ，昭和３０年代用紙（及び昭和４０年代用紙）の質問項目と同

じ質問項目が選択された。

なお，１９問及び３１問は，ＹＧ第二型式の質問項目の１３９問，４８

問と同一であり，また，昭和３０年代用紙の１０３問は，ＹＧ予備検査の

質問項目の２３２問と同一である。

ウ 本件質問項目と，それ以前に作製された質問項目（旧質問項目）との対比
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(ア) 昭和４０年代用紙の質問項目中，本件質問項目と異なるのは，本件質

問項目のうち１９問，３１問，１０３問の３問だけである。

(イ) 昭和３０年代用紙の質問項目は，形式的な表現の違いを除き，昭和４

０年代用紙の質問項目と同じである。

(ウ) 本件質問項目１２０項目のうち１１９項目（１０３問を除く ）は，形。

式的な表現の違いを除き，ＹＧ第二型式の質問項目と同一である。

(エ) 本件質問項目１２０項目のうち１０８項目は，形式的な違いを除き，

ＹＧ第一型式の質問項目と同一である。

(オ) 本件質問項目１２０項目の全部が，形式的な違いを除き，ＹＧ予備検

査中の質問項目と同一である。

エ 質問項目の選択の創作性

本件質問項目は，昭和４０年代用紙の質問項目を一部改変して作製された

ものである。昭和４０年代用紙の質問項目は，昭和３０年代用紙の質問項目

と同じである。また，昭和３０年代用紙の質問項目は，ＹＧ第二型式の質問

項目に依拠して，これを改変したものである。

Ｐ３は，昭和３０年代用紙の質問項目の作製にあたって，前記のとおり，

ＹＧ第二型式の１３特性１２項目の計１５６項目について，１２項目から不

，適当な項目を除外して１０項目とし，また，１つの特性（Ｍ特性）を除外し

１２特性１０項目の計１２０項目の質問項目を選択した。Ｍ特性は，前記の

とおり，Ｐ１の研究においても心理学的意義に乏しいことが指摘されていた

のであって，これを除外したこと自体は，Ｐ３の独自の創作性によるものと

はいえない。また，各特性に関する質問項目１２項目のうち２項目を除外し

て１０項目としたことは，除外する２項目を選択したという点ではＰ３によ

る独自の創作性が存するものの，ＹＧ第二型式での１２項目のうち１０項目

を選択しているという点では，Ｐ１らによるＹＧ第二型式における質問項目

の選択の創作性をそのまま引き継いでいることにほかならない。
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本件質問項目は，質問項目全体が素材の選択によって創作性を有するもの

であるが，その選択に関する創作性は，Ｐ３によりＹＧ第二型式の各特性の

１２項目のうち２項目が除外されたという点では，Ｐ３による独自の選択の

創作性が存するものの，他の１０項目はＰ１らによる研究の成果によって選

択された質問項目（旧質問項目）をそのまま用いていることからすれば，最

終的に選択された１２特性１０項目の計１２０項目の質問項目（本件質問項

目）は，全体としてみれば，Ｐ３のみならずＰ１らが共同して作製したもの

と評価でき，かつ，各人の寄与を分離して利用することはできないので，共

同著作物に該当するものである。

(3) Ｐ１は旧質問項目の作製について創作的な関与をしている。

以下の諸事実からすれば，Ｐ１が旧質問項目の作製について具体的な関与を

したことは優に認められる。

One of theア 「ＰＳＹＣＨＯＬＯＧＩＡ （甲９）の１１０～１１頁に「」

authors, Yatabe translated all items of Guilford’s thirteen scales into Japanese, and

selected 240 items By this item analysis, Yatabe constructed thirteen scales・・・

（日本語訳：３人の著者のひとりであwhich were composed of 12 items each.」

るＸが，ギルフォードの１３の尺度の全ての項目を訳し２４０の項目を選択

した ・・Ｘは，項目分析により，各尺度毎にそれぞれ１２個の項目からなる，

１３尺度を考案した ）と書き記されているが，この記述は，Ｐ１が質問項目。

の作製について創作的な関与をしていることを端的に示している。

イ 「矢田部・Ｇｕｉｌｆｏｒｄ性格検査 （乙１）の７２頁に 「矢田部・Ｇ」 ，

ｕｉｌｆｏｒｄ性格検査はＸおよびＰ５がＧｕｉｌｆｏｒｄらの次の三つの

インヴェントリィを出発点とし，幾多の検討をへて作製したものである」と

書き記されているが，この記述は，Ｐ１が質問項目の作製について創作的な

関与をしていることを端的に示している。

」 ，ウ 「矢田部ギルフォード性格検査研究手引(1) （甲１１）の「はしがき」に
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「本検査の最初の項目選定は，Ｘ教授とＰ５が行い，その後をひきついで，

現主任教授Ｐ４教授およびＰ３が，最終的な項目選定を行い尺度化したもの

である 」と書き記されているが，この記述は，Ｐ１が質問項目の作製につい。

て創作的な関与をしていることを端的に示している。

エ Ｐ６証人は，テスト結果の計算を請け負った当時の学部生であるＰ８が，

計算の誤りについて，Ｐ１から「この資料はＹ君に渡すもんなんだ…，そん

な大事な資料を間違って，Ｙ君に渡すと，これは大変なことになる」と言っ

て叱られたことがあるとのエピソードについて証言しているが（Ｐ６尋問調

書５～６頁。なお，甲７・２頁 ，このエピソードは，Ｐ１が，Ｐ３に渡すべ）

き資料，すなわちＹＧ性格検査の資料に自ら目を通して誤りがないかどうか

チェックしていたことを示すものであり，この記述も，Ｐ１が質問項目の作

製について創作的な関与をしていることを示している。

オ Ｐ３の手紙（甲１０）の３枚目に 「先生のＹＧは 「ＹＧとは名のみで先， 」，

，生独自のものとも考えます」と書き記されているが，この記述は，Ｐ３自身

Ｐ１がＹＧ性格検査の著作者，著作権者の一人であることを認めていること

を示している。

カ Ｐ６証人は，Ｐ１の仕事ぶりについての問いに対し 「先生，自らやられま，

す」と証言し（Ｐ６尋問調書６頁 ，またＰ７証人も，Ｐ１について「自分は）

特に動かないで，助教授や助手などにやらせるだけで，自分は名前だけとい

うような仕事をされていたか」との問いに対し 「そうは思いませんが （Ｐ， 」

７尋問調書１１頁）と証言しているが，これらの証言からすると，Ｐ１が，

ＹＧ性格検査の研究について，下の者にやらせるだけで，自分は音頭を取っ

ただけであるとか，研究体制を作っただけなどということは，およそありえ

ない。

キ なお，被告らは 「性格自己診断検査の作製 （甲１）の中の第二部「特性， 」

別自己診断検査の作製」が，Ｐ５の単独名で公表されていること，同部分に
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「意訳しておく」と記述されていることをもって，Ｐ１の創作的関与がない

旨主張するが，これは，論文の表面上の記述からの単なる抽象的な可能性を

いうにすぎず，誤りである。Ｐ５が１人で全ての質問項目を意訳し，かつ質

問項目の選択を行うことがおよそ考えられないこと，Ｐ１が意訳や質問項目

の選択に関与していることは，Ｐ１及びＰ５をよく知るＰ６証人が証言する

とおりである。

仮に，Ｐ５が１人で意訳し質問項目を選択したことが事実であれば，Ｐ５

もＹＧ性格検査の著者の１人として検査用紙の著者として表示されてしかる

べきであるが，そのような表示がないということは，逆にＰ５・１人では意

訳等を行っていないことを証明するものである。

ク 小括

以上の諸事実から明らかなとおり，Ｐ１は，旧質問項目の作製について創

作的な関与をしている。

(4) 被告らの主張について

ア 被告らは，現行用紙に記載されている「著者」の表示は「ＹＧ性格検査用

紙」の著作者の表示であって 「ＹＧ性格検査」の著作者の表示とはいえない，

と主張するが，これは被告ら独自の解釈であって，何ら「用紙」だけに限定さ

れる理由はない。

イ 被告らは，昭和３０年代用紙と昭和４０年代用紙とでは用紙の構成及び内容

が異なり，本件質問項目の作製についてＰ１の関与は認められない旨主張する

が，原告は用紙の著作権を問題にしているのではないから（原告が著作権の共

有持分権の存在の確認を求めているのは，編集著作物であり共同著作物である

本件質問項目（質問項目全体）である ，上記主張は無意味な主張である。。）

ウ 被告らは，心理テストについては，素材の選択のみによっては創作性は認め

られず，素材の配列に至って初めて心理テストとしての創作性を獲得すると解

すべきであると主張するが，編集著作物及び心理テストにおける素材の選択の
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意義・創作性を無視した，被告ら独自の見解にすぎない。

編集著作物について，その素材の選択に創作性が存すれば著作物性が認めら

れることは当然のことであり，それはたとえ心理テストであっても変わるもの

ではない。被告らは，心理テストにおける配列の重要性を縷々主張するが，そ

れは，素材の選択だけではなく素材の配列についても創作性が存すること（選

択及び配列の両要素が併存するということ）をいうにすぎない。素材の選択に

よって獲得された編集著作物性が，その後に行われた素材の配列によって消失

してしまうなどという解釈は成り立ち得ない。

エ 被告らは 「現行の質問項目を構成するための研究は，すべてＰ３の手でＰ，

１の研究のものとは異なる心理学見地からなされている 「表現物としての」，

著作物は別個のものである」などと主張する。

性格検査の作製における心理学的思想の違いにより，具体的な表現（質問

項目）が全く異なるものが作製されたならば，それは別個の著作物というべ

きであることについて異論はない。しかしながら，本件質問項目のほとんど

全ては，Ｐ１らによる研究の成果によって選択された質問項目がそのまま用

いられている。

そもそもＹＧ性格検査の作製は，Ｐ１のもとで着手・研究され，その後，

最終的にＰ３の手で完成に至っている（前掲甲１１「はしがき」参照 。）

「性格自己診断検査の作製 （甲１）において公表された研究結果をもとに，」

さらに研究され，実用化・標準化されることは，当然ながら予定されていた

ことである。Ｐ３は，Ｐ１によるＹＧ性格検査の作製を引き継ぎ，最終的に

完成させたのであって，従前の研究成果と全く別個のものを作製したのでは

ない。だからこそ，Ｐ３は，最終的に完成させた性格検査について 「矢田部，

・Ｇｕｉｌｆｏｒｄ性格検査 （乙１ 「矢田部ギルフォド性格検査 （乙」 ）， 」

３）といった名称を使用していたり，Ｐ１の意向を確認しながらＹＧに関す

る事柄を進めている（甲１０）のである。
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よって，Ｐ１の研究によるものとＰ３の研究によるものとは，別個の著作

物であるとの主張は理由がない。

２ 被告らの主張

(1) 著作権法１４条は適用されないこと

原告は，ＹＧ性格検査用紙に「著者」としてＰ１の名前が記載されていること

を根拠として，本件質問項目についてＰ１が著作者の１人であると推定されると

主張する。

しかし，ＹＧ性格検査用紙に記載されている「著者」の表示は，あくまで「Ｙ

Ｇ性格検査用紙」についての著作者の表示であって 「ＹＧ性格検査」について，

の著作者の表示とはいえない。

そして，ＹＧ性格検査用紙についての著作者の推定をＹＧ性格検査の質問項目

にまで及ぼすことはできない。

(2) 著作者の推定に対する反証

仮に，ＹＧ性格検査用紙の著作者の推定がＹＧ性格検査自体の著作者の推定に

及ぶとしても，推定の効果は以下の反対事実によって覆される。したがって，Ｐ

１は本件質問項目の著作者とはいえない。

ア 旧質問項目の選択を行ったのはＰ５であり，Ｐ１はＹＧ性格検査作製の研究

チームを立ち上げるなど，同検査作製の音頭を取ったにすぎないこと

(ア) Ｐ５の関与

Ｐ１は，ＹＧ性格検査の作製に当たって，研究チームを立ち上げ，予備調

査の着手を促したにすぎない。ＹＧ予備検査，ＹＧ第一形式及びＹＧ第二

形式の各質問項目（旧質問項目）の選択を行ったのはＰ１ではなく，Ｐ５

である。

Ｐ５は 「性格自己診断検査の作製 （甲１）の中で 「特性別自己診断検， 」 ，

査の作製」と題する単独論文を発表しており，かかる論文中に 「・・・簡，

単に意訳しておく 」として，質問項目の意訳を記しているが（同・９０。
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頁 ，かかる表現から同人が主体的に訳を行ったとしか考えられない。なぜ）

なら，もしこの意訳をＰ１が単独で行った，あるいはＰ１とＰ５が共同で

行ったのであれば，Ｐ１のような大教授が行った偉業を，一研究者である

Ｐ５があたかも自己の業績かのように表現（ ・・・簡単に意訳してお「

く ）することは考えられないからである。。」

Ｐ６証人は，質問項目の意訳をしたのはＰ１であって，Ｐ５ではない旨

証言するが 「意訳しておく」との記述に反するものであり，同証言は虚偽，

である。Ｐ６証人は，Ｐ５の語学力を問題視するが，Ｐ５は，学童用のＹ

Ｇ性格検査用紙の構成者として名を連ねており（甲１０ ，ＹＧ性格検査に）

対するＰ５の関与度合いや能力を疑うことはナンセンスである。

(イ) 「ＰＳＹＣＨＯＬＯＧＩＡ （甲９）について」

One of the authors, Yatabe (16)「ＰＳＹＣＨＯＬＯＧＩＡ」には 「，

translated all items of Guilford's thirteen scales into Japanese, and selected 240

｣とＰ１が翻訳した旨記されているが，これは，同論文の執筆者であitems…

るＰ３が研究チームの総括者であるＰ１に敬意を表する意味を込めてその

ように書いたものにすぎない。

(ウ) Ｐ６証人が証言するエピソードについて

Ｐ６証人は，テスト結果の計算に関するエピソードについて証言してい

るが，かかるエピソードは，ＹＧ性格検査に関するものではなく，当時Ｙ

Ｇ性格検査に先行して進められていたＹＡないしＹＫ向性検査に関する可

能性が大である。なぜなら，同証人によれば，Ｐ１が性格検査法に対して

果たした役割は比較的初期のものであるとのことであること，また，Ｐ１

は，京都大学の退官講義において，ＹＡないしＹＫ向性検査に触れている

にもかかわらず，ＹＧ性格検査には触れていない（甲８）が，退官講義で

ある以上，Ｐ１は自らの研究成果を語ったはずであり，ＹＧ性格検査に触

れていないということは，ＹＧ性格検査についてはＰ１が具体的な研究に
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関与していなかったと考えるのが自然だからである。

(エ) 手紙（甲１０）について

Ｐ３がＰ１に宛てた手紙（甲１０）には，Ｐ３は「本来ならば先づ先生

の御意をお伺いいたした上で決定すべき所ですが，ＹＧについてやるとす

れば終りを全うするのは，私の責任であります・・・ （同２頁）と記して」

おり，あくまでＹＧについての責任は自分にあり，Ｐ１は事後報告をすべ

き存在ではあるも，かかる立場にとどまり，出版権の設定という本件著作

物の利用に関する重要な決定をＰ３はＰ４とのみ相談の上，行っている。

また，竹井機器との出版契約にあたって，竹井機器の方から作製費とし

て２０万円の提供の申出があったが，当該金員の使用についても 「Ｐ４先，

生と相談の上，使用したいと思っております 」と記しており（同頁 ，Ｐ。 ）

１が本件質問項目の著作権者であるならば，当然にＰ１にも当該金員の使

途について事前に相談するのが筋であるにもかかわらず，それをしていな

い。かかる事実も，Ｐ１が本件質問項目の創作に何ら関与していないこと

を表している。

結局のところ，Ｐ１はＹＧ性格検査について何ら創作的な関与はしてお

らず，ただ，大教授であったＰ１に敬意を表するという意味で，また権威

，のあるＰ１の名も加えて出版販売する方が性格検査自体の信頼性も向上し

ひいては販売数の増加にもつながるため，各種ＹＧ性格検査用紙に著者と

してＰ１の名を入れたにすぎない。

イ 旧質問項目とそれ以降の質問項目との間には同一性がないこと

仮に，旧質問項目がＰ１の著作物であるとしても，旧質問項目とそれ以降

，の質問項目は，次のとおり同一性を有しない。したがって，本件質問項目は

旧質問項目とは無関係に新たに創作された著作物であると評価されるもので

ある。

(ア) 特性ないし尺度
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ａ Ｐ１の研究チームで作成された質問項目

(ａ) ＹＧ予備検査（甲１の１００頁）

Ｓ，Ｓ－Ｒ，Ｔ，Ｔ－Ｒ，Ｄ，Ｃ，ＤＣ，Ｒ，ＣＲ，Ｇ，Ａ，Ｉ，

Ｎ，Ｏ，Ａｇ，Ｃｏ，Ｙ，Ｙ´の１８特性

(ｂ) ＹＧ第一型式（甲１の１２０頁）

，Ｓ，Ｔ，Ｄ，Ｃ，Ｒ，ＣＲ，Ｇ，Ａ，Ｍ，Ｉ，Ｎ，Ｏ，Ａｇ，Ｃｏ

Ｙ，Ｙ´の１６特性

(ｃ) ＹＧ第二型式（甲１の１２８頁）

Ｓ，Ｔ，Ｄ，Ｃ，Ｒ，Ｇ，Ａ，Ｍ，Ｉ，Ｎ，Ｏ，Ａｇ，Ｃｏの１３

特性

ｂ 本件質問項目（乙５の現行用紙）

Ｄ，Ｃ，Ｉ，Ｎ，Ｏ，Ｃｏ，Ａｇ，Ｇ，Ｒ，Ｔ，Ａ，Ｓの１２特性

ｃ 比較

以上のとおり，Ｐ１の研究チームで作成された特性は，本件質問項目

における尺度の数や配列と根本的に異なっている。

(イ) 質問項目全体

ａ Ｐ１の研究チームで作成された質問項目（旧質問項目）

(ａ) ＹＧ予備検査（甲１の１０１頁以下）

「１．話すより書く方が気持を伝えやすい 「２．友達は選ばれた少」

数だけでよい 「３．度々考えこむくせがある」から始まる２４０項目」

(ｂ) ＹＧ第二型式（甲１の１３２頁以下）

「１．誰とでもよく話す 「２．何でもよく考えてみないと気がすま」

ない 「３．度々元気がなくなる」から始まる１５６項目（１３０，１」

４０，１５０，１６０は尺度項目（甲１の１２６頁以下）には存在し

ない質問項目である ）。

なお，ＹＧ第一型式については，Ｐ１を報告者とする論文（甲１）
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に質問順に並べた記載が存在しないため省略したが，尺度項目（甲１

の１２１頁以下）からすれば，ＹＧ第二型式と一致する部分が多いこ

とが窺われる。

ｂ 本件質問項目（現行用紙）

「１．色々な人と知り合いになるのが楽しみである 「２．人中ではい」

つも後の方に引込んでいる 「３．むずかしい問題を考えるのが好きであ」

る」から始まる１２０項目

ｃ 比較

以上のとおり，旧質問項目は，本件質問項目と，数・配列の順序・具

体的表現の点で全く相違している。

ウ 昭和３０年代用紙と昭和４０年代用紙との間には同一性がないこと

昭和３０年代用紙と昭和４０年代用紙とは，尺度の配列，１２０の質問項目

の配列，粗点集計欄の形状，プロフィールの形状，裏面の記入欄・注意書きの

有無など全てにおいて構成が異なっており，明らかに著作物としての同一性が

認められない。

したがって，仮に，昭和３０年代用紙についてＰ１の著作者としての関与が

認められたとしても，昭和３０年代用紙と，昭和４０年代用紙及び現行用紙と

の間には著作物としての同一性がないから，本件質問項目についてＰ１の著作

権は認められない。

エ 心理テストは質問項目の配列によって初めて創作性を獲得するものであり，

質問項目の選択のみによっては創作性が認められないこと

(ア) 心理学的見地から最重要視されるのは，個々の質問項目ではなく，質

問項目の配列であるから，ＹＧ性格検査用紙が創作性を有し，著作物性が

認められる所以は，個々の質問項目をいかに配列するかによる。

，質問項目の配列に関して，Ｐ３と同じくＰ１の研究チームにいたＰ５は

項目分析の手法として，ＧＰ分析（グッド・プア・アナリシス）という幾
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つかの項目を組にして尺度を構成する方法を用いていた。これに対し，Ｐ

３は，因子分析法という２系列相関係数を用いて項目と尺度との相関関係

を明らかにするという，独自の手法を用いた。項目分析は，性格検査を構

成していく上で，その根幹をなすものであって，性格検査が実用化される

ための必要条件であり，項目分析の結果，尺度の信頼性が高められ，尺度

を構成する質問項目が決まってくる。

さらに，性格検査は，信頼性の確認がされた後に，多数の被験者の結果

をもとに基準点を求める標準化の作業が不可欠であり，そうした作業を経

てようやく性格検査用紙は完成する。

性格検査用紙が実用性あるものとなるためには，以上のような一連の作

業が必要不可欠であるところ，これらの作業をしたのはＰ３であって，Ｐ

１は一切関与していない。

よって，かかるＹＧ性格検査用紙の作製経緯に照らしても，Ｐ１の関与

は認められない。したがって，Ｐ１は本件質問項目の著作権者には当たら

ない。

さらに言えば，旧質問項目は，ＧＰ分析に基づくものであるのに対し，

Ｐ３が作製した質問項目は，これとは全く異なる心理学上の思想である因

子分析法に基づくものであるから，旧質問項目に依拠して作製されたもの

と評価することはできない。

(イ) 編集著作物が著作物として保護されるか否かの判断をするに当たっては，

著作権法１２条１項の文言上 「素材の選択又は配列」となっていることを，

捉えて 「素材の選択」に関与しただけで著作権者に当たると判断するので，

はなく，当該編集著作物が素材の選択のみによって創作性を獲得したといえ

るか，選択した素材を配列するに至った段階で初めて創作性を獲得したとい

えるかを，当該編集著作物の性質を考慮して個別具体的に判断するべきであ

る。
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これを本件についてみると，本件質問項目は心理テストの質問項目である

ところ，心理テストは，その性質上，どのような質問をどのような順序で行

うかによって結果が大きく異なるのであり，質問項目を選択しただけでは，

未だ著作物として完成されていないといえる。すなわち，心理テストの作製

に当たっては，質問項目を選択しただけの段階では，心理テストとしての思

想は十分に表現されていないため，創作性を獲得するに至っておらず，選択

した質問項目を思想に基づき配列した段階で初めて心理テストとしての表現

が完成したといえる。

したがって，心理テストについては，素材の選択のみによっては創作性は

認められず，素材の配列に至って初めて心理テストとしての創作性を獲得す

るものと解すべきである。

しかるところ，Ｐ１は本件質問項目の配列に何ら関与していないから，Ｐ

１が本件質問項目の共同著作者と認められることはない。

オ 本件質問項目と旧質問項目とでは基礎となる心理学的思想が異なること

，本件質問項目の創作者を検討するには，誰のどのような心理学（正しくは

心理測定学）的思想（研究）の下に，どのような具体的表現がなされるに

至ったのかを分析する必要がある。

ＹＧ性格検査の質問項目を完成させるために必要な心理学的思想（研究）

の内容は，心理学評論（乙１）に挙げられている７つの要素からなる。すな

わち，現在の質問紙法性格検査が市販されるまでには，①内的整合性を有す

る特性別人格診断目録を作成すること，②その検査の尺度間の因子構造を明

らかにすること，③各尺度を構成している項目間の因子構造を明らかにする

こと，④各尺度の信頼性を明らかにすること，⑤大学生・高校生・中学生・

一般成人・非行少年等の集団について本検査の標準化を行うこと，⑥種々の

実際的分野における本検査の実際的妥当性を検討すること，⑦他の人格検査

との関係を研究すること，以上７段階の研究が必要である（乙１・７２頁 。）
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Ｐ３は，１２０問の質問項目の作成のため，新たに関西大学の学生から被

験データを集め，さらに新たな統計学的手法を取り入れて，全く一から作成

しており（乙１・７４頁，乙２・４頁，乙６・４頁 ，本件質問項目を構成す）

るために心理学的見地から必要な研究はすべてＰ３が行ったものと評価でき

る。したがって，本件質問項目は，すべてＰ３の研究に基づく心理学的思想

に基づくものと評価できる。

なお，原告は，本件質問項目に旧質問項目と同様の質問項目が用いられて

いることのみに基づいて本件質問項目につきＰ１の著作者性を求めようとす

るが，研究を加えられていない状態の質問項目は単なるモデルにすぎず，か

かるモデルに一部共通する部分があるからといって，基礎となる心理学的思

想が異なる以上，その表現物としての著作物は完全に別個であると評価する

ほかない。

第４ 争点に対する当裁判所の判断

１ はじめに

本件の争点は，前記のとおり，Ｐ１が本件質問項目（現行用紙に掲載されている

質問項目全体）の共同著作者の１人であるか否か，より具体的には，Ｐ１が本件質

問項目の作製について創作的な関与をしたか否かである。

当裁判所は，Ｐ１は本件質問項目の作製について創作的な関与をしたと判断する

ものであるが，ＹＧ性格検査における質問項目は，その研究当初から今日までの間

に研究の成果を踏まえて変遷してきている。

そこで，以下では，まず，ＹＧ性格検査の研究の経緯について事実認定を行い

（後記２ ，その上で，現行用紙にＰ１が「著者」の１人として表示されているこ）

とにより本件質問項目の著作者としての推定が及ぶか否か（著作権法１４条の適用

の有無）について判断し（当裁判所はこれを肯定する。後記３ ，次に，Ｐ１が本）

件質問項目の著作者であるとの推定を覆すに足りる事実が認められるか否かについ

て被告らの主張を順次検討する（後記４）こととする。



- 20 -

２ ＹＧ性格検査の研究の経緯について

証拠（甲１，２，９，乙１，３～５）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認

められる。

(1) 研究の端緒

ＹＧ性格検査の研究は，Ｐ１及びＰ４が代表者として昭和２６年に文部省科学

研究費の補助を受けて行っていた「人格診断法の総合的研究 （研究番号：昭和」

２６年度１０９１，昭和２７年度１０６３，昭和２８年度１０３７）の予備的研

究の一部をなすものとして，京都大学文学部心理学教室の全体的協力の下で行わ

れた。

上記「人格診断法の総合的研究」は，以下の３つの課題，すなわち，①従来の

諸性格検査法を検討し，できるだけ十分な統計的信頼性をもつ性格診断法を作製

すること。この場合はできるだけ性格の形成的な変動面を離れて，比較的不動の

基本的な因子を捉えて診断しうるように努めること，②性格が社会的生活場面で

顕現する形成過程について，その要因を分析するとともに，標準的な発達尺度を

作製すること，③異常人格の異種性を明らかにするため，臨床的に妥当性をもつ

異常人格者用の人格診断尺度を作製すること，以上３つの課題を中心として，こ

れに対応した３つの部会，すなわち，①性格検査の研究を行う第一部会，②社会

性発達の研究を行う第二部会，③異常人格の研究を行う第三部会に分かれて行わ

れた。ＹＧ性格検査の研究は，①の第一部会において，京都大学の分校のＳ教授

がギルフォード教授の考案した３つの人格目録を米国から取り寄せたことをきっ

かけとして始まった。

(2) ＹＧ予備検査の質問項目

ＹＧ性格検査の作製に当たっては，まず，ギルフォード教授が考案した３つ

の人格診断目録の計５９５項目について，①日本語として不適当な表現は適当

な日本語に改変し，②社会的態度に依拠するところが多いと思われる項目は削

除し，③感情的因子とは区別されるべき特性群において，感情的な特徴と混同
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されていると思われるような項目は除外し，④極めて特殊な行動傾向に属する

とみなされる項目は削除するなどして，１８の項目群（特性）に合わせて計２

０４項目を選択し，また他の検査を参考に３６項目を加えて，計２４０項目の

質問項目を選択するという作業が行われた。このようにして選択された質問項

目がＹＧ予備検査の質問項目であり，その内容は別紙質問項目対照表の「ＹＧ

予備検査欄」記載のとおりである。

なお，同対照表中の番号欄の数字は，各質問項目の記載順を示している。また，

赤字で示している部分は，本件質問項目と表現が異なる部分（仮名が漢字表記に

なっている等，形式的な表現の相違を含む ）である。。

(3) ＹＧ第一型式の質問項目

次に，ＹＧ予備検査による被験者の解答結果に基づく項目分析をもとに，特

性数を１６に限定し（Ｓ特性とＳ－Ｒ特性とを合併，Ｄ特性とＤＣ特性とを合

併，Ｔ－Ｒ特性を除外 ，各特性の項目数を２５ずつとして，ＹＧ予備検査の２）

４０の質問項目の中から，計２００項目（１６特性×２５項目＝４００項目と

なるはずであるが，異なる特性間に項目の重複を許したため，実数は２００項

目となった ）の質問項目が選択された。これがＹＧ第一形式の質問項目であり，。

その内容は別紙質問項目対照表の「ＹＧ第一形式」欄記載のとおりである。

なお 「ＹＧ第一形式」欄中，空欄になっている部分は，本件質問項目と同じ，

質問項目が存在しないことを意味する。また，ＹＧ第一形式では，文献上，質問

項目を質問項目順に並べた記載がなく，尺度項目ごとに列挙された質問項目しか

ないため，番号欄には各尺度のアルファベット表記と尺度項目内の記載順の数字

を記載している（たとえば 「Ｓ８」は，Ｓ項目の８番目に記載されている質問，

項目を示す 。さらに，ＹＧ第一形式では，質問項目が特性間で重複している場。）

合があるため，同じ質問項目が複数の尺度項目に存在するが，そのような場合，

番号欄では最初に現れる尺度項目とその記載順の数字のみを掲げ 「外」という，

表記を付加している。
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なお，また，ＹＧ第一型式の個々の質問項目は，同じ質問項目が複数の尺度

項目に存するにもかかわらず形式的な表記が異なっているものがあるため，確

定的な質問項目が明らかでないので，本件質問項目と違う部分の赤字による表

記はしていない。

(4) ＹＧ第二型式の質問項目

ＹＧ第一型式とは異なり，項目の重複を避けるべきとの考えから，ＹＧ予備

検査の２４０の質問項目の中から，１３の特性（ＹＧ第一型式の１６特性のう

ち，ＣＲ，Ｙ及びＹ’を除外）ごとに内的整合性の高い質問項目各１２項目，

，計１５６項目の質問項目が選択された。これがＹＧ第二形式の質問項目であり

その内容は別紙質問項目対照表の「ＹＧ第二形式」欄記載のとおりである。

(5) 昭和３０年代用紙の質問項目

Ｐ３は，ＹＧ第二型式（１３特性１２項目・計１５６項目）の質問項目につ

いて，ＧＰ分析とは異なる因子分析の手法を用いて尺度の内的整合性を検討し

た上，各特性の１２項目から不適当な項目を除いて１０項目とし，ＹＧ第二型

式の１３特性のうちＭを除外して，１２の特性ごとに各１０項目，計１２０項

目の質問項目を選択した。これが昭和３０年代用紙の質問項目であり，その内

容は別紙質問項目対照表の「昭和３０年代用紙」欄記載のとおりである。

なお，上記のとおり除外されたＭ特性は，ＹＧ予備検査の研究時点で既に，

心理学的意義に乏しいことが指摘されていた。また，昭和３０年代用紙の第９

６問及び第１２０問は，ＹＧ第二型式の質問項目には存しないが，ＹＧ予備検

査には同じ質問項目が存する（第２２６問，第２２４問 。）

(6) 昭和４０年代用紙の質問項目

Ｐ３は，昭和４０年代用紙について，昭和３０年代用紙の質問項目と同じ計

１２０項目の質問項目を選択した。その内容は別紙質問項目対照表の「昭和４

０年代用紙」欄記載のとおりである。

(7) 現行用紙の質問項目
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Ｐ３は，現行用紙について，昭和４０年代用紙（昭和３０年代用紙も同じ）

の第１９問，第３１問及び第１０３問を除いて，昭和４０年代用紙（昭和３０

年代用紙も同じ）の質問項目と同じ質問項目を選択した。その内容は別紙質問

項目対照表の「現行用紙」欄記載のとおりである。

現行用紙の第１９問，第３１問は，ＹＧ第二型式の質問項目の第１３９問，

第４８問と同一であり，また，現行用紙の第１０３問は，ＹＧ予備検査の質問

項目の第２３２問と同一である。

３ 著作権法１４条の適用の有無について

著作権法１４条は 「著作物の原作品に，又は著作物の公衆への提供若しくは提，

示の際に，その氏名若しくは名称（以下「実名」という ）又はその雅号，筆名，。

略称その他実名に代えて用いられるもの（以下「変名」という ）として周知のも。

のが著作者名として通常の方法により表示されている者は，その著作物の著作者と

推定する 」と定める。本件質問項目が掲載されている現行用紙には「著者」とし。

て，Ｐ３及びＰ４と並んでＰ１の氏名が表示されているところ，被告らは，この表

示はあくまでＹＧ性格検査用紙についての著作者の表示であって，ＹＧ性格検査に

ついての著作者の表示ではないと主張する。

しかし，現行用紙は，本件において著作権（持分権）の帰属が問題となっている

著作物である本件質問項目を掲載したものであるから，本件質問項目は，現行用紙

がＹＧ性格検査の被験者等の公衆に対して提供又は提示される際に，これに伴い公

衆に対して提供又は提示されるものである。したがって，現行用紙に「著者」とし

て表示されている者は，現行用紙自体の「公衆への提供若しくは提示の際に」その

実名が「著作者名として通常の方法により表示されている者」であると同時に，著

作物である本件質問項目の「公衆への提供若しくは提示の際に」その実名が「著作

者名として通常の方法により表示されている者」ということができる。よって，現

行用紙に「著者」としてＰ１の氏名が表示されている以上，Ｐ１は本件質問項目の

著作者と推定される（著作権法１４条）
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４ 著作者の推定を覆すに足りる事実の有無について

(1) 被告らの主張

被告らは，仮にＰ１が本件質問項目の著作者と推定されるとしても，推定の効

果は，反対事実の証明によって覆されるとし，その反対事実として以下のアない

しオの各点を挙げる。

ア 旧質問項目の選択を行ったのはＰ５であり，Ｐ１はＹＧ性格検査作製の研究

チームを立ち上げるなど，同検査作製の音頭を取ったにすぎない。

イ 仮に旧質問項目がＰ１の著作物であるとしても，旧質問項目とそれ以降の質

問項目との間には同一性がないから，本件質問項目はＰ１とは無関係に新たに

創作された著作物であり，本件質問項目についてＰ１の著作権（持分権）は認

められない。

ウ 仮に昭和３０年代用紙についてＰ１が著作者として関与しているとしても，

昭和３０年代用紙と昭和４０年代用紙及び現行用紙との間には著作物としての

同一性がないから，本件質問項目についてＰ１の著作権（持分権）は認められ

ない。

エ 心理テストは，どのような質問をどのような順序で行うかが重要であり，質

問項目を選択しただけでは著作物としては未完成であり，創作性を獲得するに

至っていないから，素材である質問項目の選択のみによっては創作性は認めら

れない。しかるところ，Ｐ１は本件質問項目の個々の質問項目の配列には関与

していないから，本件質問項目についてＰ１の著作権（持分権）は認められな

い。

オ 本件質問項目の創作性を検討するには，誰のどのような心理学的思想に基づ

いてどのような具体的表現がなされるに至ったかを分析する必要があるところ，

ＹＧ性格検査の質問項目を完成させるために必要な７段階の研究は全てＰ３に

よって行われていることからすれば，その成果としての本件質問項目は全てＰ

３の心理学的思想に基づくものであると評価できる。したがって，本件質問項
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目に旧質問項目と同様の質問項目が用いられているとしても，基礎となる心理

学的思想が異なる以上，その表現物としての著作物は別個のものというべきで

あり，本件質問項目についてＰ１の著作権（持分権）は認められない。

そこで，以下，上記各点について順次検討し，本件質問項目についてＰ１が著

作者であるとの推定が覆されるか否かについて判断する。

(2) 被告らの主張アについて

ア 被告らは 「旧質問項目の選択を行ったのはＰ５であり，Ｐ１はＹＧ性格検，

査作製の研究チームを立ち上げるなど，同検査作製の音頭を取ったにすぎな

い」旨主張する。

被告らの上記主張は，Ｐ５が単独名で発表した「性格自己診断検査の作製」

（甲１）の中の「特性別自己診断検査の作製」と題する論文（以下「Ｐ５論

文」という ）中に 「意訳しておく」と記述していることを根拠とするもので。 ，

ある。

そこで，Ｐ５論文の位置づけ，同論文中で「意訳しておく」との記述がいか

なる文脈で用いられているかを見てみると，証拠（甲１）及び弁論の全趣旨に

よれば，次の事実が認められる。

(ア) Ｐ５論文は，Ｐ１を「報告者」とする「性格自己診断検査の作製」と題

する報告書（甲１。以下「甲１報告書」という ）に収められた，３名の。

「研究担当者」の論文のうちの１つである。甲１報告書は 「京都大學文學，

部研究紀要第３号 （昭和２９年３月発行）に所収されている。」

(イ) 甲１報告書の冒頭には，Ｐ１によって，同報告書に取りまとめられた研

究が，Ｐ１及びＰ４を代表者として文部省科学研究費の補助を受けて行って

いる「人格診断法の綜合的研究」の予備的研究の一部をなすものであり，京

都大学文学部心理学教室関係者の全体的協力の下に行われたこと等が記され

ている。

また甲１報告書の末尾には，Ｐ４によって 「結語」として 「人格診断法， ，
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の総合的研究」の３つの課題及びこれに対応する３つの部会について記され

た後 「人格の基本的因子について未だ殆んど何も分つていない現状では，，

一応各部会夫々独立の見地から研究を進め，相互の成果の集積からさらに高

次の見地に到達することも一つの行き方と考えたのである。しかしそれにし

ても，一応比較的確実な性格検査法をもつという必要は，第二部会第三部会

においても強く感ぜられ，第一部会の成果に深い期待がよせられていたので

ある 「本報告は，第一部会において自己診断法を担当されたＸ教授以下。」，

京大心理学教室をあげての努力の成果であり，高い内的整合性をもち日本人

向きに改訂された総括的自己診断法（ＹＫ検査 ，特性別自己診断法（ＹＧ）

検査）が，その周到なる統計的検査基礎を明らかにして報告された。これを

如何に実用的に標準化するかテスト化するかの問題はなお残されているが，

それはもはや時日の問題に過ぎない 」と記されている。。

(ウ) 甲１報告書の第一部には，Ｐ９による「綜括的自己診断検査の作製」と

題する論文が掲載され，Ｐ５論文は第二部に掲載され，第三部には，Ｐ３に

よる「矢田部 Ｇｕｉｌｆｏｒｄ 性格検査の因子分析的研究」と題する論

文が掲載されている。

(エ) Ｐ５論文は 「Ⅰ 出発点 「Ⅱ ＹＧ性格検査の作製 「Ⅲ 第二部， 」， 」，

の結び」からなり，被告ら主張の「意訳しておく」との記述は，このうち

「Ⅰ 出発点」の中にある。

すなわち 「Ⅰ 出発点」では，冒頭に「前章においては極めて一般的性，

格特性と考えられる向性の検査についても，ＧＰ分析法を適用することによ

つて，綜合点を与えることに対して妥当な根拠を示すことができた。本章に

おいては同様の方法によつて種々異なる多くの特性に対しても，夫々自己矛

盾のない項目群を選定して，特性別に妥当な得点を出しうるような検査を作

製しようとする。その出発点として我々は Ｇｕｉｌｆｏｒｄ－Ｍａｒｔｉ

ｎの三つのｉｎｖｅｎｔｏｒｙ，即ちＳＴＤＣＲ，ＧＡＭＩＮ，及びＰｅｒ
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ｓｏｎｎｅｌ Ｉｎｖｅｎｔｏｒｙを使用することにした。これら三つのｉ

ｎｖｅｎｔｏｒｙは１３の性格特性を診断することができるものである 」。

との記述がある。そして，これに続けて，ギルフォード教授の研究の経緯と

１３の因子の性質について説明がされた後 「以下参考のためＧｕｉｌｆｏ，

ｒｄ－Ｍａｒｔｉｎの三つのテストの項目を掲げておこう 」との記述があ。

り 「意訳しておく」との記述は，そのすぐ後にくる「Ａｎ Ｉｎｖｅｎｔ，

ｏｒｙ ｏｆ Ｆａｃｔｏｒｓ ＳＴＤＣＲの項目は次の通りである。原文

は質問形になつているが，以下では叙述形に直して簡単に意訳しておく 」。

の部分にある。そして，その後に 「１ 書くより話す方が気持を伝えやす，

い 「２ 友達の数は少い方がよい 「３ 会合ではいつも指導的な役目を」， 」，

引きうける」等，１７５の項目が列挙されている。

イ 被告らは，Ｐ５がＰ５論文を単独名で発表していることを根拠の１つとして，

Ｐ５が旧質問項目の選択を行ったと主張するが，第一部会において行われてい

た性格検査の研究は，Ｐ１及びＰ４が代表者として文部省科学研究費の補助を

受けて行っていた「人格診断法の綜合的研究」の予備的研究の一部をなすもの

であり，しかも 「比較的確実な性格検査法をもつ」必要は，第二部会及び第，

三部会においても強く感じられていたというのであるから，Ｐ１が旧質問項目

の選択に無関心であったとは考えられない。

また，被告らは，Ｐ５論文に「意訳しておく」との記述があることも根拠の

１つとして，旧質問項目の選択を行ったのはＰ５であると主張するが 「意訳，

しておく」との記述からは，Ｐ５がＧｕｉｌｆｏｒｄ－Ｍａｒｔｉｎの３つの

ｉｎｖｅｎｔｏｒｙの項目を英語から日本語に訳す際に，原文では質問形に

なっていたのを叙述形に直し，簡単に意訳したということが認められるにとど

まるのであり，しかも，Ｐ５が意訳したとする項目は 「１ 書くより話す方，

が気持を伝えやすい 「２ 友達の数は少い方がよい 「３ 会合ではいつも」， 」，

指導的な役目を引きうける」のような，いずれも平易な単文である。
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したがって，Ｐ５が上記の程度の平易な英文を日本語に翻訳（意訳）し，単

独名でＰ５論文を発表したからといって，これをもって直ちにＰ５がＰ１によ

る指導，助言等を一切受けることなく独自にギルフォード教授の５９５項目か

ら旧質問項目２４０項目を選択したこと，すなわち，ギルフォード教授の５９

５項目について前記２(2)認定の①日本語として不適当な表現は適当な日本語

に改変し，②社会的態度に依拠するところが多いと思われる項目は削除し，

③感情的因子とは区別されるべき特性群において，感情的な特徴と混同され

ていると思われるような項目は除外し，④極めて特殊な行動傾向に属すると

みなされる項目は削除するなどして，１８の項目群（特性）に合わせて計２

０４項目を選択し，また他の検査を参考に３６項目を加えて，質問項目２４

０項目の選択をＰ５がＰ１による指導，助言等を受けることなく行ったことま

で推認することはできない。

ウ かえって，証拠（甲９～１１，乙１，証人Ｐ６，同Ｐ７）及び弁論の全趣旨

によれば，次の事実が認められ，これらを総合すると，Ｐ１は，旧質問項目を

選択するについて具体的に関与していたことが推認できる。

(ア) 甲９論文

「ＰＳＹＣＨＯＬＯＧＩＡ プシコロギア－東洋国際心理学誌－第１巻

第２号（１９５７年１２月号 （編集発行人 プシコロギア会Ｓ）に所収）」

A factorial study of theされたＰ３，Ｐ４及びＰ１を著者とする論文「

temperament of Japanese college males students by the Yatabe-Guilford

（甲９。以下「甲９論文」という ）の記述Inventory」 。

ａ 甲９論文には次の記述がある。

One of the authors, Yatabe translated all items of Guilford's thirteen scales「

into Japanese, and selected 240 items By this item analysis, Yatabe･･･

（１１０constructed thirteen scales which were composed of 12 items each.」

～１１１頁。日本語訳：３人の著者の１人であるＸが，ギルフォードの



- 29 -

１３の尺度の全ての項目を日本語に訳し，２４０の項目を選択した・・

Ｘは，この項目分析により，各尺度毎にそれぞれ１２個の項目からなる

１３の尺度を構成した ）。

ｂ 上記記述は，甲９論文の著者であるＰ１，Ｐ４及びＰ３の認識を示す

ものということができ，これによれば，上記３名は，旧質問項目を選択

したのはＰ１であると認識していたものと認められる。

これに対し，被告らは，上記記述は，論文の執筆者であるＰ３が研究

チームの総括者であるＰ１に敬意を表する意味を込めてそのように書い

たものにすぎないと主張する。

なるほど，ＹＧ性格検査の研究は，Ｐ１及びＰ４が代表者となり，文

部省科学研究費の補助を受けて京都大学文学部心理学教室を上げて運営し

ていた「人格診断法の綜合的研究」の予備的研究の一部をなすものであり，

Ｐ３は，その研究担当者の１人という位置づけにあった者であるから，そ

のような観点で，Ｐ１に対して敬意を表すべき立場にあったであろうこと

は想像に難くない。

しかし，Ｐ１とＰ３が上記のような関係にあり，Ｐ３がＰ１に対して敬

意を表すべき立場にあったとしても，そのようなことのみから，旧質問項

目の選択に関してＰ１の具体的な関与が全くないのにもかかわらず 「Ｘ，

が…２４０の項目を選択した」という虚偽の事実を敢えて述べるというこ

とはにわかに首肯することができず，Ｐ３において旧質問項目を選択した

のがＰ１であると認識していたとの上記認定を覆すには足りないというべ

きである。

(イ) 乙１論文

「心理学評論・第１巻 （１９５７年発行）に所収されたＰ３の論文「矢」

田部・Ｇｕｉｌｆｏｒｄ性格検査 （乙１。以下「乙１論文」という ）の」 。

記述
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ａ 乙１論文には次の記述がある。

「矢田部・Ｇｕｉｌｆｏｒｄ性格検査はＸおよびＰ５がＧｕｉｌｆｏ

ｒｄらの次の三つのインヴェントリィ（６，７，８ ）を出発点として，，

幾多の検討をへて作製したものである（２３ （７２頁））。」

上記「 ２３ 」として，甲１報告書が参考文献として引用されている（ ）

（ Ｐ１ 性格自己診断検査の作製．京大文学部紀要，第三．１９５「

４ 。」）

ｂ 上記記述は，乙１論文の著者であるＰ３の認識を示すものということ

ができ，これによれば，Ｐ３は，Ｐ１が旧質問項目の選択に関与したと

認識していたものと認められる。

(ウ) 甲１１著作

Ｐ３の著作「矢田部ギルフォード性格検査研究手引（Ⅰ）－基礎と応用

－ （昭和３５年８月１５日発行。甲１１。以下「甲１１著作」という ）」 。

の記述

ａ 甲１１著作の「はしがき」には次の記述がある。

「本検査の最初の項目選定は，Ｘ教授とＰ５が行い，その後をひきつ

いで，現主任教授Ｐ４教授およびＰ３が，最終的な項目選定を行い尺度

化したものである 」。

ｂ 上記記述は，甲１１著作の著者であるＰ３の認識を示すものというこ

とができ，上記記述によれば，Ｐ３は，Ｐ１が旧質問項目の選択に関与

したと認識していたものと認められる。

(エ) テスト結果の計算についてのエピソード（Ｐ６証言）

ａ 証拠（甲７，証人Ｐ６）及び弁論の全趣旨によれば，昭和２８年にテス

ト項目の基礎資料を作成するに当たり，結果の計算を請け負った当時の

学部生であるＰ８が計算を誤り，Ｐ１から「この資料はＹ君に渡すもん

なんだ…，そんな大事な資料を間違って，Ｙ君に渡すと，これは大変な
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ことになる」と言われて叱られたことがあったことが認められる。

ｂ 上記事実によれば，Ｐ１が，Ｐ３に渡すべき資料に自ら目を通して誤

りがないかどうかを確認していたことが推認できる。

これに対して，被告らは，上記事実はＹＧ性格検査に関するエピソー

ドではなく，ＹＧ性格検査に先行して進められていたＹＡないしＹＫ向

性検査に関する可能性が大であると主張する。しかし，当時Ｐ３が従事

していた研究は，ＹＧ性格検査であって，ＹＡないしＹＫ向性検査では

なく，したがって，Ｐ３に渡すべき上記資料もＹＧ性格検査に関するも

のであったことが明らかである。

よって，被告らの上記主張は採用できない。

(オ) 甲１０手紙

ａ Ｐ３がＰ１に宛てた手紙（甲１０，１２月１０日付け。消印の判読が

困難であり，何年に差し出された手紙であるかは不明。以下「甲１０手

紙」という ）の記述。

甲１０手紙には次の記述がある。

(ａ) 「ＹＧの高校生及び中学生の標準化並びに幼児用の同様なインヴ

ェントリィ作製について，完成の節は竹井製作所の方から出版させて

ほしいとの依頼があり，Ｐ４先生と御相談致し，竹井の方でやらせる

ように決定いたしました。もう一つ，大成出版（…）からもたのまれ

ていたのですが，後者は主として学校関係のみで，竹井の方が産業関

係との連絡も密接で，聞く所によりますと，かなり広く出るさうで，

竹井が代理販売しているテストペーパーだけでもかなり大量にわたる

さうで，一つ竹井自身がやろうということになったのだそうです。本

来ならば先づ先生の御意をお伺いいたした上で決定すべき所ですが，

ＹＧについてやるとすれば，終りを全うするのは，私の責任でありま

すし，御寛大な先生はそれ位の先越はお許し下さると勝手に決めて，
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そのようにしたのですが，事後報告のようで全く申し訳ありませんが

その点よろしく御寛恕下さる様お願い申し上げます。それについて，

竹井の方から，作製費として，２０万円を提供するとの申出があり，

五万円づつ，研究の進捗にしたがって支出する取決めがあり，近くと

りあえず最初の五万円を出して呉れることになりましたが，Ｐ４先生

と相談の上使用したいと思っております 」。

(ｂ) 「尚，竹井との話合いの節，ギルフォートの版権を取ること，そ

れを尊重することを充分理解させておきました。先生のＹＧは，実際

の所，ギルフォドのイミテーションでなく，かなり独自なアダプテー

ションだと思いますし，あるいみでは，ＹＧとは名のみで先生独自の

ものとも考えますのですが，Ｓ先生はやはり，版権を尊重する方が無

難だといっておられますので，私としてはＸ先生の御意向に従って，

その手続を取りたいと思っております 」。

ｂ 上記ａ(ａ)の記述は，Ｐ３が，Ｐ１に対して事後にではあれ，ＹＧ性格

検査に関する出版権の設定について報告しているものであり，この記述に

よれば，Ｐ３は，Ｐ１がＹＧ性格検査について権利者の１人であるとの認

識を有していたものと推認することができる。

また，上記ａ(ｂ)の記述は，ＹＧ性格検査が，ギルフォード教授の研究

成果の模倣ではなく，かなり独自性のあるものであるとのＰ３の考えを示

した上で，念のためギルフォード教授の権利を尊重する方が無難であると

の「Ｓ先生 （甲１報告書冒頭で 「Ｇｕｉｌｆｏｒｄ－ＭａｒｔｉｎのＩ」 ，

ｎｖｅｎｔｏｒｙのＭａｎｕａｌ」を取り寄せたとして紹介されているＳ

教授を指すものと思われる ）の考えも示した上で，Ｐ１の意向に従うと。

しているというものであり，この記述からもまた，Ｐ３は，Ｐ１がＹＧ性

格検査について一定の権利を有する者であるとの認識を有していたものと

推認することができる。
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これに対し，被告らは，上記ａ(ａ)の記述から，①Ｐ３はＹＧ性格検査

に係る出版権の設定をＰ４とのみ相談の上行っており，Ｐ１は事後報告を

すべき立場にとどまる，②竹井機器から申出のあった作製費の使途につい

ても，Ｐ３はＰ４とのみ相談して決めるとしており，Ｐ１に事前に相談し

ていないとして，Ｐ１が本件質問項目の創作に何ら関与していない旨主張

する。

しかし，Ｐ１が旧質問項目の選択に具体的な関与をしておらず本件質問

項目の創作に何ら関与していないのであれば，ＹＧ性格検査に係る出版権

の設定について事後報告する必要さえないのであり，Ｐ３が上記内容の手

紙をＰ１に送っていることは，やはりＰ１が旧質問項目の選択に具体的な

関与をしていたことを推認させるものというべきである。

したがって，被告らの上記主張は採用の限りではない。

(カ) Ｐ１の仕事ぶり

証拠（証人Ｐ７，同Ｐ６）及び弁論の全趣旨によれば，Ｐ１は，その研

究に関して必要な作業を弟子である助教授や助手に任せてその成果を自分

だけの名前で発表するようなタイプではなかったことが認められる。

エ 上記(ア)ないし(カ)を総合考慮すれば，Ｐ１は旧質問項目の選択に具体的な

関与をしていたものと推認することができる。したがって，旧質問項目の選択

にはＰ１も関与していることが明らかであって，これを行ったのはＰ５であり，

Ｐ１はＹＧ性格検査作製の音頭を取ったにすぎない旨の被告らの主張は理由が

ない。

(3) 被告らの主張イについて

ア 被告らは 「仮に旧質問項目がＰ１の著作物であるとしても，旧質問項目と，

それ以降の質問項目との間には同一性がないから，本件質問項目はＰ１とは無

関係に新たに創作された著作物であり，本件質問項目についてＰ１の著作権

（持分権）は認められない」旨主張する。
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イ そこで，別紙質問項目対照表により，本件質問項目と旧質問項目とを対比

してみると，次の事実が認められる。

，(ア) 昭和４０年代用紙の質問項目１２０問中，本件質問項目と異なるのは

本件質問項目の第１９問，第３１問及び第１０３問の３問のみである。

(イ) 昭和３０年代用紙の質問項目は，形式的な表現の違いを除けば，昭和

４０年代用紙の質問項目と同じである。

(ウ) ＹＧ第二型式の質問項目は全部で１５６問あるが，形式的な表現の違

いを除けば，本件質問項目１２０問中１１９問（ただし第１０３問を除

く ）がＹＧ第二型式の質問項目と同一である。。

(エ) ＹＧ第一型式の質問項目は全部で２００問あるが，形式的な表現の違

いを除けば，本件質問項目１２０問中１０８問がＹＧ第一型式の質問項目

と同一である。

(オ) ＹＧ予備検査の質問項目は全部で２４０問あるが，形式的な表現の違

いを除けば，本件質問項目１２０問全部がＹＧ予備検査中の質問項目と同

一である。

ウ 上記イの事実及び前記２認定の質問項目の変遷の経緯に照らせば，本件質問

項目は，ＹＧ予備検査，ＹＧ第一形式，ＹＧ第二形式における各質問項目（旧

質問項目）に依拠してこれを改変して作製されたものであり，旧質問項目を原

著作物とする二次的著作物であると認められる。

エ したがって，本件質問項目が旧質問項目と同一性を欠き，旧質問項目とは別

個の著作物であることを前提とする被告らの上記主張は理由がない。

(4) 被告らの主張ウについて

ア 被告らは 「仮に昭和３０年代用紙についてＰ１が著作者として関与してい，

るとしても，昭和３０年代用紙と昭和４０年代用紙及び現行用紙との間には著

作物としての同一性がないから，本件質問項目についてＰ１の著作権（持分

権）は認められない」旨主張する。
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イ しかし，本件において問題となっているのは，本件質問項目の著作権の帰属

であって，性格検査用紙の著作権の帰属ではないから，被告らの上記主張はそ

れ自体失当である。そして，本件質問項目が１２０問中３問を除いて昭和４０

年代用紙の質問項目と同じであり，同質問事項が形式的な表現の違いを除けば

昭和３０年代用紙の質問項目と同じであることは，上記(3)に認定したとおり

である。

(5) 被告らの主張エについて

ア 被告らは 「心理テストは，どのような質問をどのような順序で行うかが重，

要であり，質問項目を選択しただけでは著作物としては未完成であり，創作性

を獲得するに至っていない。したがって，素材である質問項目の選択のみに

よっては創作性は認められないところ，Ｐ１は本件質問項目の個々の質問項目

の配列には関与してないから，本件質問項目についてＰ１の著作権（持分権）

は認められない」旨主張する。

イ しかし，前記２認定のとおり，旧質問項目の選択については，ギルフォー

ド教授が考案した３つの人格診断目録の計５９５項目について，①日本語と

して不適当な表現は適当な日本語に改変し，②社会的態度に依拠するところ

が多いと思われる項目は削除し，③感情的因子とは区別されるべき特性群に

おいて，感情的な特徴と混同されていると思われるような項目は除外し，④

極めて特殊な行動傾向に属するとみなされる項目は削除するなどして，１８

の項目群（特性）に合わせて計２０４項目を選択し，また他の検査を参考に

３６項目を加えて，計２４０項目の質問項目を選択してＹＧ予備検査を作製

し，その後，ＹＧ予備検査による被験者の解答結果等に基づき項目分析を

行った上でＹＧ第一形式の質問項目を作製し，また，ＹＧ第一形式では項目

の重複を許していたが，項目の重複を避けるべきとの考えからＹＧ第二形式

の質問項目を作製したものであることが認められる。

ウ 上記認定事実によれば，旧質問項目（ＹＧ予備検査，ＹＧ第一形式及びＹ
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Ｇ第二形式）の選択は，独自の心理学的な思想に基づいてなされたものであ

ることが認められ，それ自体の創作性を否定することはできないというべき

である。

エ したがって，旧質問項目，ひいては旧質問項目を原著作物とする二次的著

作物である本件質問項目は 「編集物でその素材の選択又は配列によって創作，

性を有するもの （著作権法１２条１項）ということができるから，Ｐ１が本」

件質問項目の配列に関与していなかったとしても，旧質問項目の選択につい

て創作的な関与をしている以上，Ｐ１は，本件質問項目について著作者とし

ての権利を有するものと認められる。

よって，被告らの上記主張は理由がない。

(6) 被告らの主張オについて

ア 被告らは 「本件質問項目の創作性を検討するには，誰のどのような心理学，

的思想に基づいてどのような具体的表現がなされるに至ったかを分析する必要

があるところ，ＹＧ性格検査の質問項目を完成させるために必要な７段階の研

究は全てＰ３によって行われていることからすれば，その成果としての本件質

問項目は全てＰ３の心理学的思想に基づくものであると評価できる。したがっ

て，本件質問項目に旧質問項目と同様の質問項目が用いられているとしても，

基礎となる心理学的思想が異なる以上，その表現物としての著作物は別個のも

のというべきであり，本件質問項目についてＰ１の著作権（持分権）は認めら

れない」旨主張する。

イ そこで検討するに，被告ら主張の「ＹＧ性格検査の質問項目を完成させるた

めに必要な７段階の研究 ，すなわち，①内的整合性を有する特性別人格診断」

目録を作成すること，②その検査の尺度間の因子構造を明らかにすること，

③各尺度を構成している項目間の因子構造を明らかにすること，④各尺度の

信頼性を明らかにすること，⑤大学生・高校生・中学生・一般成人・非行少

年等の集団について本検査の標準化を行うこと，⑥種々の実際的分野におけ
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る本検査の実際的妥当性を検討すること，⑦他の人格検査との関係を研究す

ることは，Ｐ３の著作である乙１論文に記載されているものであるところ，

証拠（甲１，乙１）によれば，次の事実が認められる。

(ア) Ｐ５は，Ｐ５論文の「Ⅲ 第二部の結び」において，ＹＧ第二形式の１

３特性について個々に説明をした後 「これらの特性が果して生来的の性格，

特性であるか，或は習慣的な生活態度に過ぎないかは，我々の資料からはき

められない。しかしとにかく比較的独立な又内的整合性の高い性格の一面で

あることには間違いあるまい。この検査を如何に活用するか，如何に標準化

するかは，我々に課された今後の課題である 」と結んでいる。。

(イ) Ｐ３は，甲１報告書の第二部に掲載されたＰ５論文に続く論文「矢田部

Ｇｕｉｌｆｏｒｄ性格検査の因子分析的研究」の「Ⅰ 出発点」の冒頭に

おいて，次のとおり述べている。

「第二部における我々の課題は項目分析によって本インヴェントリーの内

的整合性を高めることにあつた。それではこのような操作を経て作成された

夫々の特性項目群は性格の如何なる特性を測定するものであるか，又そのよ

うな特性，或は次元の数は幾何であるかを因子分析によつて探究するのが第

三部の課題である 」。

(ウ) 甲１報告書の「結語」の後の「要約」は 「第二部『特性別自己診断検，

査の作製』においては，Ｇｕｉｌｆｏｒｄ－ＭａｒｔｉｎのＩｎｖｅｎｔｏ

ｒｙから出発し，数次のＧＰ分析を経て，各尺度が殆んど完全な内的整合性

を有する二つのＩｎｖｅｎｔｏｒｙを構成した。…第三部『矢田部 Ｇｕｉ

ｌｆｏｒｄ性格検査の因子分析的研究』においては，上述の第二形式を２０

０名の京大生に施行した結果から，その因子構造を分析した。一次因子は８

個抽出されたが，それらはＴｈｕｒｓｔｏｎｅの因子と極めて近親的であつ

た。ただしかれのＩｍｐｕｌｓｉｖｅに相当するものは明瞭でなく，その社

交性は二つに分離された。…第二次因子は４個抽出された。…第二次因子間
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の相関はすべて完全相関を示した。その意味は未だ明らかでない 」と結ば。

れている。

， ，(エ) Ｐ３は，乙１論文の「１ 研究目的」において 「…われわれの問題は

まずこのような信頼性と因子的妥当性の高い尺度を作製することであり，

そしてこれらを標準化し，次に種々の現場，すなわち，教育，臨床，産業

等の諸分野において，種々の立場からの実際的妥当性を検討することであ

る。…以上の立場から，(1)内的整合性を有する特性別人格診断目録を作製

すること。(2)その検査の尺度間の因子構造をあきらかにすること。(3)各

尺度を構成している項目間の因子構造をあきらにすること。(4)各尺度の信

頼性をあきらかにすること。(5)大学生，高校生，中学生，一般成人，非行

少年等の集団について本検査の標準化を行うこと。(6)種々の実際的分野に

おける本検査の実際的妥当性を検討すること。(7)他の人格検査との関係を

研究すること。が本研究の目的である 」と述べている。。

ウ 上記認定事実及び弁論の全趣旨によれば，被告ら主張の７段階の研究は，Ｙ

Ｇ第一形式及びＹＧ第二形式がほぼ完全な内的整合性を有するものとして作製

された後，この研究成果を受けて，さらにその尺度を信頼性が高くかつ因子的

妥当性の高いものとするために行われたものであることが認められる。

したがって，Ｐ３によってなされた上記７段階の研究は，因子分析の手法に

ついては旧質問項目の作製の際に用いられた手法と異なるものの，その基礎と

なる心理学的思想は，旧質問項目の基礎となった心理学的思想を踏まえ，これ

をさらに発展させたものというべきものである。

エ よって，旧質問項目と本件質問項目とでは基礎となる心理学的思想が異なる

ことを根拠に，それらが別個の著作物であるとの被告らの上記主張もまた理由

がない。

(7) 小括

以上のとおり，被告らの各主張，すなわち，①Ｐ１はＹＧ性格検査の作製の音
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頭を取ったにすぎず旧質問項目の選択に創作的な関与をしていない，②旧質問項

目と本件質問項目との間には同一性がない，③昭和３０年代用紙と昭和４０年代

用紙及び現行用紙との間には同一性がない，④心理テストは質問項目の選択のみ

によっては創作性が認められないから，質問項目の配列に関与していないＰ１に

本件質問項目についての著作権は認められない，⑤旧質問項目と本件質問項目と

では基礎となる心理学的思想が異なるから，Ｐ１には本件質問項目についての著

作権は認められない，との各主張はいずれも理由がない。

そうすると，Ｐ１は，現行用紙に「著者」の１人としてその氏名が表示されて

いることから，本件質問項目の共同著作者の１人と推定される（著作権法１４

条）ところ，この推定を覆すに足りる反対事実は認められないことになるから，

Ｐ１は，本件質問項目の共同著作者であると認められる。

５ 権利承継

(1) 証拠（甲３～６）及び弁論の全趣旨によれば，Ｐ１は昭和３３年３月２４日

に死亡し，その妻Ｐ２が単独でＹＧ性格検査に係る権利を相続したこと，Ｐ２は

平成１８年８月２日に死亡し，Ｐ１とＰ２の間の二男である原告が単独でＰ２が

有していたＹＧ性格検査に係る権利を相続したこと，以上の事実が認められる。

(2) 上記事実によれば，原告は，本件質問項目についてＰ１が有していた著作権

の共有持分を取得したことが認められる。

６ 持分割合

(1) 弁論の全趣旨によれば，現行用紙の販売に係る印税は，用紙の定価の１７％

相当額であること，原告はそのうち１．５％分を取得し，その余の１５．５％分

はＰ３の遺族が取得していることが認められる。

(2) 上記事実によれば，本件質問項目に対する原告の著作権の共有持分は，印税

割合に準じて１００分の９（１．５÷１７×１００。小数点以下四捨五入）とな

るものと認めるのが相当である。

７ 結論
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以上によれば，原告の本件請求は理由があるからこれを認容し，主文のとおり判

決する。

大阪地方裁判所第２１民事部

裁 判 長 裁 判 官 田 中 俊 次

裁 判 官 西 理 香

裁判官高松宏之は，転任のため署名押印することができない。

裁 判 長 裁 判 官 田 中 俊 次


